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(57)【要約】
　【課題】柔軟性を有する電池を提供する。
　【解決手段】電池は、電池素子と、柔軟性を有する外
装材と、電池素子と外装材の間に設けられた潤滑剤とを
備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電池素子と、
　柔軟性を有する外装材と、
　上記電池素子と上記外装材の間に設けられた潤滑剤と
　を備える電池。
【請求項２】
　上記潤滑剤は、有機溶媒、電解液、イオン液体およびシリコーンオイルからなる群より
選ばれる１種以上を含んでいる請求項１に記載の電池。
【請求項３】
　上記潤滑剤は、ゲルである請求項１に記載の電池。
【請求項４】
　上記潤滑剤は、有機溶媒、電解液、イオン液体およびシリコーンオイルからなる群より
選ばれる１種以上の液体と該液体に分散された微粒子とを含むもの、または有機溶媒、電
解液、イオン液体およびシリコーンオイルからなる群より選ばれる１種以上の液体と該液
体を保持する化合物とを含むものを含んでいる請求項１に記載の電池。
【請求項５】
　上記潤滑剤は、微粒子である請求項１に記載の電池。
【請求項６】
　上記潤滑剤は、グリースである請求項１に記載の電池。
【請求項７】
　上記電池素子は、電解液と、該電解液を保持する化合物とを含む電解質層を備える請求
項１に記載の電池。
【請求項８】
　上記外装材は、ラミネートフィルムである請求項１に記載の電池。
【請求項９】
　上記電池素子は、上記潤滑剤を含んでいるセパレータを表面に有する請求項１に記載の
電池。
【請求項１０】
　電池素子と、
　柔軟性を有する外装材と、
　上記電池素子と上記外装材の間に設けられた潤滑剤と
　を備える電池を備え、
　上記電池から電力の供給を受ける電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本技術は、電池、および電子機器に関する。詳しくは、電池素子と柔軟性を有する外装
材とを備える電池、およびそれを備える電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現代の情報社会における情報デバイス機器、特に薄型ディスプレイの技術開発が目覚ま
しく、これに伴い、情報デバイス機器の軽量化やモバイル化が急速に高まっている。この
ため、スマートウオッチやスマートグラスなどの身に着けることが可能な機器、すなわち
ウェアラブルデバイスが、次世代スマートフォンとして今後新たな市場を形成していくこ
とが予想される。
【０００３】
　これまでのバッテリー技術においては、安全性という観点からもバッテリーの形状安定
性は重要であり、バッテリーは硬いものとされてきた。これに対して、上述したウェアラ
ブルデバイスに用いられるバッテリーは、柔軟で変形可能なものでなければならない。
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【０００４】
　スマートフォンなどの情報デバイス機器の電池としては、成型自由度の高いフィルム状
外装材に扁平状の電池素子を収容したものが広く用いられている（例えば、特許文献１参
照）。このような構成を有する電池をフレキシブル化して、ウェアラブルデバイスに適用
可能なものとすることが望まれる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－１３３２１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　したがって、本技術の目的は、柔軟性を有する電池、およびそれを備える電子機器を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述の課題を解決するために、第１の技術は、
　電池素子と、
　柔軟性を有する外装材と、
　電池素子と外装材の間に設けられた潤滑剤と
　を備える電池である。
【０００８】
　第２の技術は、
　電池素子と、
　柔軟性を有する外装材と、
　電池素子と外装材の間に設けられた潤滑剤と
　を備える電池を備え、
　電池から電力の供給を受ける電子機器である。
【０００９】
　本技術では、電池素子と外装材の間に潤滑剤が設けられているので、電池素子と外装材
の間が滑りやすくなる。これにより、電池を折り曲げなどにより変形しやすくなる。
【発明の効果】
【００１０】
　以上説明したように、本技術によれば、柔軟性を有する電池を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１Ａは、本技術の第１の実施形態に係る電池の外観の一例を示す斜視図である
。図１Ｂは、図１ＡのＡ－Ａ線に沿った断面の一例を示す概略断面図である。
【図２】図２は、本技術の第１の実施形態に係る電池の構成の一例を示す分解斜視図であ
る。
【図３】図３は、電池素子の構成の一例を示す概略断面図である。
【図４】図４Ａは、正極集電体の構成の一例を示す平面図である。図４Ｂは、負極集電体
の構成の一例を示す平面図である。
【図５】図５は、本技術の第２の実施形態に係るウェアラブル端末の外観の一例を示す斜
視図である。
【図６】図６は、本技術の第２の実施形態に係るウェアラブル端末の構成の一例を示すブ
ロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　上記電池を備える電子機器は、携帯情報端末の機能を有するウェアラブル機器、いわゆ
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るウェアラブル端末であることが好ましい。ウェアラブル端末としては、例えば腕時計型
端末、メガネ型端末などが挙げられるが、これに限定されるものではない。
【００１３】
　電池素子としては、例えば、電解質として電解液を備える電池素子、電解質としてゲル
状電解質を備える電池素子、電解質として固体電池質を備える電池素子を用いることがで
きるが、電池を繰り返し折り曲げなどにより変形させたときに、電極にずれが発生するこ
とを抑制する観点からすると、電解質としてゲル状電解質を備える電池素子を用いること
が好ましい。
【００１４】
　潤滑剤は、有機溶媒、電解液およびイオン液体からなる群より選ばれる１種以上の液体
を含んでいることが好ましい。この場合、電池素子が有機溶媒、電解液およびイオン液体
からなる群より選ばれる１種以上の液体を含む電解質を備えるときには、潤滑剤と電解質
に含まれる液体の種類が異なるようにしてもよい。例えば、潤滑剤と電解質が、異なる種
類の有機溶媒、電解液、またはイオン液体を含むようにしてもよい。
【００１５】
　本技術の実施形態について図面を参照しながら以下の順序で説明する。なお、以下の実
施形態の全図においては、同一または対応する部分には同一の符号を付す。
１　第１の実施形態（電池の例）
　１．１　電池の構成
　１．２　電池の製造方法
　１．３　効果
　１．４　変形例
２　第２の実施形態（ウェアラブル端末の例）
　２．１　ウェアラブル端末の構成
　２．２　効果
　２．３　変形例
【００１６】
＜１　第１の実施形態＞
［１．１　電池の構成］
　図１Ａに示すように、本技術の第１の実施形態に係る電池１０は、繰り返し折り曲げな
どの変形が可能なフレキシブルな扁平状の電池である。正極リード１４Ａおよび負極リー
ド１４Ｂが、電池１０の一端から同一方向に導出されている。電池１０は、フレキシブル
デバイスに適用して好適なものである。
【００１７】
　図１Ｂに示すように、電池１０は、電池素子１１と、電池素子１１を外装する外装材１
２と、電池素子１１と外装材１２との間に設けられた潤滑剤１３とを備える。以下では、
正極リード１４Ａおよび負極リード１４Ｂが導出された電池素子１１の端部側をトップ側
、それとは反対側の端部側をボトム側と称する。また、トップ側とボトム側の間に位置す
る両端部の側をサイド側と称する。
【００１８】
　図２に示すように、外装例１２は、矩形状を有し、その中央部から各辺が重なるように
して折り返されている。折返しの境界には、切り込みなどが予め設けられていてもよい。
折り返された外装材１２の間には、電池素子１１が挟み込まれ、電池素子１１の周囲のう
ちトップ側およびサイド側にて外装材１２が封止されている。封止の形態としては、例え
ば、熱融着などの接着が挙げられる。外装材１２は、重ね合わされる一方の面に、電池素
子１１を収容するための収容部１６を有している。この収容部１６は、例えば、深絞り加
工により形成される。
【００１９】
　正極リード１４Ａおよび負極リード１４Ｂは、外装材１２の一辺から同一方向に導出さ
れている。正極リード１４Ａおよび負極リード１４Ｂは、例えば、薄板状または網目状を
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有している。正極リード１４Ａおよび負極リード１４Ｂは、例えば、アルミニウム、銅、
ニッケルまたはステンレスなどの金属材料により構成されている。
【００２０】
　以下、電池１０を構成する外装材１２、潤滑剤１３、および電池素子１１について説明
する。
【００２１】
（外装材）
　外装材１２は、例えば、柔軟性を有するラミネートフィルムなどのフィルム状外装材で
ある。外装材１２は、例えば、熱融着樹脂層、金属層、表面保護層を順次積層した構成を
有する。なお、熱融着樹脂層側の面が、電池素子１１を収容する側の面となる。熱融着樹
脂層の材料としては、例えばポリプロピレン（ＰＰ）、ポリエチレン（ＰＥ）などの高分
子材料が挙げられる。金属層の材料としては、例えばアルミニウム（Ａｌ）またはその合
金などの金属材料が挙げられる。表面保護層の材料としては、例えばナイロン（Ｎｙ）な
どの高分子材料が挙げられる。具体的には例えば、外装材１２は、例えば、ナイロンフィ
ルム、アルミニウム箔およびポリエチレンフィルムをこの順に貼り合わせた矩形状のアル
ミラミネートフィルムにより構成されている。外装材１２は、例えば、ポリエチレンフィ
ルム側と電池素子１１とが対向するように配設され、トップ側およびサイド側の辺部が融
着または接着剤により互いに密着されている。外装材１２と正極リード１４Ａの間、外装
材１２と負極リード１４Ｂの間にはそれぞれ、封止性を向上するための密着フィルム１５
Ａ、１５Ｂが挿入されている。密着フィルム１５Ａ、１５Ｂは、正極リード１４Ａおよび
負極リード１４Ｂに対して密着性を有する材料、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン
、変性ポリエチレンまたは変性ポリプロピレンなどのポリオレフィン樹脂により構成され
ている。
【００２２】
　なお、外装材１２としては、上述した構造を有するラミネートフィルムに代えて、他の
構造を有するラミネートフィルム、ポリプロピレンなどの高分子フィルムまたは金属フィ
ルムなどを用いてもよい。
【００２３】
（潤滑剤）
　潤滑剤１３は、電池素子１１と外装材１２の収容面との間に設けられている。より具体
的には、潤滑剤１３は、扁平形状を有する電池素子１１の両主面と、この両主面にそれぞ
れ対向する外装材１２の内側面の間に設けられていることが好ましく、扁平形状を有する
電池素子１１の周面全体と、この周面全体に対向する外装材１２の内側面の間に設けられ
ていることがより好ましい。
【００２４】
　潤滑剤１３としては、例えば、無機材料、有機材料、またはそれらの混合物を用いるこ
とができる。無機材料を２種以上組み合わせて用いてもよいし、同様に有機材料を２種以
上組み合わせて用いてもよい。
【００２５】
　潤滑剤１３は、例えば、室温（２５℃）において固体状、液体状または半固体状を有し
ている。固体状の潤滑剤１３としては、例えば、微粒子などを用いることができる。液体
状の潤滑剤１３としては、例えば、有機溶媒、電解液、イオン液体およびシリコーンオイ
ルなどからなる群より選ばれる１種以上を用いることができる。半固体状の潤滑剤１３と
しては、例えば、グリースなどを用いることができる。半固体状または固体状の潤滑剤１
３としては、例えばゲルなどを用いることができる。ゲルとしては、例えば、有機溶媒、
電解液、イオン液体およびシリコーンオイルなどからなる群より選ばれる１種以上の液体
とこの液体に分散された微粒子とを含むもの、有機溶媒、電解液、イオン液体およびシリ
コーンオイルなどからなる群より選ばれる１種以上の液体とこの液体を保持する化合物と
を含むものを用いることができる。
【００２６】
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　以下に、潤滑剤１３に用いられる微粒子、有機溶媒、電解液、イオン液体、シリコーン
オイルおよび化合物について順次説明する。
【００２７】
（微粒子）
　微粒子としては、電気的絶縁性を有する無機微粒子を用いることが好ましい。このよう
な特性を有する無機微粒子としては、例えば、セラミック材料を主成分とするセラミック
粒子を用いることができる。セラミック材料としては、例えば、金属酸化物、金属窒化物
、金属炭化物または金属硫化物などを用いることができる。金属酸化物としては、例えば
、酸化アルミニウム（アルミナ、Ａｌ2Ｏ3）、水和酸化アルミニウム（ベーマイト）、水
酸化アルミニウム、酸化マグネシウム（マグネシア、ＭｇＯ）、酸化チタン（チタニア、
ＴｉＯ2）、酸化ジルコニウム（ジルコニア、ＺｒＯ2）、酸化ケイ素（シリカ、ＳｉＯ2

）または酸化イットリウム（イットリア、Ｙ2Ｏ3）などを用いることができる。金属窒化
物としては、例えば、窒化ケイ素（Ｓｉ3Ｎ4）、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、窒化硼素
（ＢＮ）または窒化チタン（ＴｉＮ）などを用いることができる。金属炭化物としては、
例えば、炭化ケイ素（ＳｉＣ）または炭化ホウ素（Ｂ4Ｃ）などを用いることができる。
金属硫化物としては、例えば、硫酸バリウム（ＢａＳＯ4）などを用いることができる。
また、ゼオライト（Ｍ2/nＯ・Ａｌ2Ｏ3・ｘＳｉＯ2・ｙＨ2Ｏ、Ｍは金属元素、ｘ≧２、
ｙ≧０）などの多孔質アルミノケイ酸塩、層状ケイ酸塩、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ

3）またはチタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ3）などの鉱物を用いてもよい。
【００２８】
　これらのセラミック材料は、単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい
。また、無機微粒子としては、単一種類の無機微粒子を用いてもよいし、２種以上の無機
微粒子を混合して用いてもよい。
【００２９】
　微粒子の形状としては、例えば、球状、楕円体状、針状、板状、鱗片状、チューブ状、
ワイヤー状、棒状（ロッド状）、不定形状などが挙げられるが、特にこれらに限定される
ものではない。なお、上記形状の粒子を２種以上組み合わせて用いてもよい。ここで、球
状には、真球状のみならず、真球状がやや扁平または歪んだ形状、真球状の表面に凹凸が
形成された形状、またはこれらの形状が組み合わされた形状なども含まれる。楕円体状に
は、数学的に厳密な楕円体状のみならず、厳密な楕円体状がやや扁平または歪んだ形状、
厳密な楕円体状の表面に凹凸が形成された形状、またはこれらの形状が組み合わされた形
状なども含まれる。微粒子の平均粒径は、例えば１μｍ以上である。
【００３０】
（有機溶媒）
　有機溶媒としては、例えば、４－フルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、炭酸エ
チレン、炭酸プロピレン、炭酸ブチレン、炭酸ビニレン、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル、
炭酸エチルメチル、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、１，２－ジメトキシエタ
ン、テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラン、４－
メチル－１，３－ジオキソラン、酢酸メチル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル
、アセトニトリル、グルタロニトリル、アジポニトリル、メトキシアセトニトリル、３－
メトキシプロピロニトリル、Ｎ，Ｎ－ジメチルフォルムアミド、Ｎ－メチルピロリジノン
、Ｎ－メチルオキサゾリジノン、ニトロメタン、ニトロエタン、スルホラン、ジメチルス
ルフォキシド、リン酸トリメチル、リン酸トリエチル、エチレンスルフィトなどが挙げら
れる。これらの有機溶媒は、単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００３１】
（電解液）
　非水電解液は、有機溶媒と電解質塩とを含んでいる。有機溶媒としては、上述のものを
用いることができる。電解質塩としては、例えばリチウム塩が挙げられ、１種を単独で用
いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい。リチウム塩としては、例えば、六フッ化
リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）、ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミドリチウ
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ム（Ｌｉ（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）２Ｎ）、過塩素酸リチウム（ＬｉＣｌＯ4）、六フッ化ヒ酸リチ
ウム（ＬｉＡｓＦ6）、四フッ化ホウ酸リチウム（ＬｉＢＦ4）、トリフルオロメタンスル
ホン酸リチウム（ＬｉＳＯ3ＣＦ3）、ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドリチ
ウム（Ｌｉ（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ）、トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチルリチ
ウム（ＬｉＣ（ＳＯ2ＣＦ3）3）、塩化リチウム（ＬｉＣｌ）および臭化リチウム（Ｌｉ
Ｂｒ）などが挙げられる。
【００３２】
（イオン液体）
　イオン性液体は、例えば、室温（２５℃）で液状を呈する溶融塩（イオン性化合物）で
ある。イオン液体としては、具体的には例えば、イミダゾリウム、アンモニウム、ピリジ
ニウム、ピペリジニウムなどのカチオンと、ビス（トリフルオロメタンスルフォニル）イ
ミド（ＴＦＳＩ）、ビス（ペンタフルオロエチルスルフォニル）イミド（ＢＥＴＩ）、テ
トラフルオロボレート、パークロレート、ハロゲンアニオンなどのアニオンとの塩を挙げ
ることができる。
【００３３】
（シリコーンオイル）
　シリコーンオイルとしては、例えば、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリ
コーンオイル、メチルハイドロジェンシリコーンオイルなどのストレートシリコーンオイ
ル、またはそれらのストレートシリコーンオイルの側鎖および末端の少なくとも一方に有
機基を導入した変性シリコーンオイルを用いることができる。シリコーンオイルの動粘度
は、１００万ｍｍ2／ｓ以下であることが好ましい。
【００３４】
（化合物）
　化合物としては、高分子化合物が用いられる。高分子化合物は、有機溶媒、電解液、イ
オン液体およびシリコーンオイルなどからなる群より選ばれる１種以上の液体により膨潤
され、ゲル状を有していてもよい。高分子化合物としては、例えば、ポリアクリロニトリ
ル、ポリフッ化ビニリデン、フッ化ビニリデンとヘキサフルオロプロピレンとの共重合体
、ポリテトラフルオロエチレン、ポリヘキサフルオロプロピレン、ポリエチレンオキサイ
ド、ポリプロピレンオキサイド、ポリフォスファゼン、ポリシロキサン、ポリ酢酸ビニル
、ポリビニルアルコール、ポリメタクリル酸メチル、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸
、スチレン－ブタジエンゴム、ニトリル－ブタジエンゴム、ポリスチレンまたはポリカー
ボネートが挙げられる。特に電気化学的な安定性の点からはポリアクリロニトリル、ポリ
フッ化ビニリデン、ポリヘキサフルオロプロピレンあるいはポリエチレンオキサイドが好
ましい。
【００３５】
（電池素子）
　図２に示すように、電池素子１１は、扁平形状を有するスタック型電極構造の電池素子
である。正極リード１４Ａおよび負極リード１４Ｂは、例えば電池素子１１の一端から同
一方向に導出されている。電池素子１１は、いわゆるリチウムイオンポリマー二次電池で
ある。
【００３６】
　図３に示すように、電池素子１１は、正極２１と、負極２２と、セパレータ２３と、電
解質層２４とを備え、正極２１、負極２２およびセパレータ２３は、例えば矩形状を有し
ている。電池素子１１は、例えば、正極２１と負極２２とをセパレータ２３を介して積層
した構造を有している。正極２１とセパレータ２３との間、および負極２２とセパレータ
２３との間にはそれぞれ、電解質層２４が設けられている。
【００３７】
（正極）
　正極２１は、例えば、正極集電体２１Ａと、正極集電体２１Ａの両面に設けられた正極
活物質層２１Ｂとを備える。なお、図示はしないが、正極集電体２１Ａの片面のみに正極
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活物質層２１Ｂを設けるようにしてもよい。正極リード１４Ａは、正極集電体２１Ａに溶
接などにより取り付けられている。
【００３８】
　図４Ａに示すように、正極集電体２１Ａは、正極活物質層形成部２１Ｍと正極集電体露
出部２１Ｎとを備える。正極活物質層形成部２１Ｍは、正極集電体２１Ａの主面に垂直な
方向から見ると、例えば矩形状を有している。正極活物質層形成部２１Ｍの両面または片
面には、正極活物質層２１Ｂが設けられる。正極集電体露出部２１Ｎは、正極活物質層形
成部２１Ｍの周縁に延設されて設けられる。正極２１と負極２２とセパレータ２３とが積
層された状態において、複数の正極集電体露出部２１Ｎ同士が接合され、この接合された
正極集電体露出部２１Ｎが正極リード１４Ａに電気的に接続されている。正極集電体２１
Ａは、例えば、アルミニウム箔、ニッケル箔あるいはステンレス箔などの金属箔により構
成されている。
【００３９】
　正極活物質層２１Ｂは、例えば、正極活物質として、リチウムを吸蔵および放出するこ
とが可能な正極材料の１種または２種以上を含んでおり、必要に応じて導電剤および結着
剤を含んでいる。
【００４０】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な正極材料としては、例えば、リチウム酸化
物、リチウムリン酸化物、リチウム硫化物あるいはリチウムを含む層間化合物などのリチ
ウム含有化合物が適当であり、これらの２種以上を混合して用いてもよい。エネルギー密
度を高くするには、リチウムと遷移金属元素と酸素（Ｏ）とを含むリチウム含有化合物が
好ましい。このようなリチウム含有化合物としては、例えば、式（Ａ）に示した層状岩塩
型の構造を有するリチウム複合酸化物、式（Ｂ）に示したオリビン型の構造を有するリチ
ウム複合リン酸塩などが挙げられる。リチウム含有化合物としては、遷移金属元素として
、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）、マンガン（Ｍｎ）および鉄（Ｆｅ）からなる群
のうちの少なくとも１種を含むものであればより好ましい。このようなリチウム含有化合
物としては、例えば、式（Ｃ）、式（Ｄ）もしくは式（Ｅ）に示した層状岩塩型の構造を
有するリチウム複合酸化物、式（Ｆ）に示したスピネル型の構造を有するリチウム複合酸
化物、または式（Ｇ）に示したオリビン型の構造を有するリチウム複合リン酸塩などが挙
げられ、具体的には、ＬｉＮｉ0.50Ｃｏ0.20Ｍｎ0.30Ｏ2、ＬｉaＣｏＯ2（ａ≒１）、Ｌ
ｉbＮｉＯ2（ｂ≒１）、Ｌｉc1Ｎｉc2Ｃｏ1-c2Ｏ2（ｃ１≒１，０＜ｃ２＜１）、ＬｉdＭ
ｎ2Ｏ4（ｄ≒１）あるいはＬｉeＦｅＰＯ4（ｅ≒１）などがある。
【００４１】
　ＬｉpＮｉ(1-q-r)ＭｎqＭ１rＯ(2-y)Ｘz　・・・（Ａ）
（但し、式（Ａ）中、Ｍ１は、ニッケル（Ｎｉ）、マンガン（Ｍｎ）を除く２族～１５族
から選ばれる元素のうち少なくとも一種を示す。Ｘは、酸素（Ｏ）以外の１６族元素およ
び１７族元素のうち少なくとも１種を示す。ｐ、ｑ、ｙ、ｚは、０≦ｐ≦１．５、０≦ｑ
≦１．０、０≦ｒ≦１．０、－０．１０≦ｙ≦０．２０、０≦ｚ≦０．２の範囲内の値で
ある。）
【００４２】
　ＬｉaＭ２bＰＯ4　・・・（Ｂ）
（但し、式（Ｂ）中、Ｍ２は、２族～１５族から選ばれる元素のうち少なくとも一種を示
す。ａ、ｂは、０≦ａ≦２．０、０．５≦ｂ≦２．０の範囲内の値である。）
【００４３】
　ＬｉfＭｎ(1-g-h)ＮｉgＭ３hＯ(2-j)Ｆk　・・・（Ｃ）
（但し、式（Ｃ）中、Ｍ３は、コバルト（Ｃｏ）、マグネシウム（Ｍｇ）、アルミニウム
（Ａｌ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（Ｔｉ）、バナジウム（Ｖ）、クロム（Ｃｒ）、鉄（Ｆ
ｅ）、銅（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、モリブデン（Ｍｏ）、スズ（
Ｓｎ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）およびタングステン（Ｗ）からな
る群のうちの少なくとも１種を表す。ｆ、ｇ、ｈ、ｊおよびｋは、０．８≦ｆ≦１．２、
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０＜ｇ＜０．５、０≦ｈ≦０．５、ｇ＋ｈ＜１、－０．１≦ｊ≦０．２、０≦ｋ≦０．１
の範囲内の値である。なお、リチウムの組成は充放電の状態によって異なり、ｆの値は完
全放電状態における値を表している。）
【００４４】
　ＬｉmＮｉ(1-n)Ｍ４nＯ(2-p)Ｆq　・・・（Ｄ）
（但し、式（Ｄ）中、Ｍ４は、コバルト（Ｃｏ）、マンガン（Ｍｎ）、マグネシウム（Ｍ
ｇ）、アルミニウム（Ａｌ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（Ｔｉ）、バナジウム（Ｖ）、クロ
ム（Ｃｒ）、鉄（Ｆｅ）、銅（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、モリブデン（Ｍｏ）、スズ（Ｓｎ
）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）およびタングステン（Ｗ）からなる群
のうちの少なくとも１種を表す。ｍ、ｎ、ｐおよびｑは、０．８≦ｍ≦１．２、０．００
５≦ｎ≦０．５、－０．１≦ｐ≦０．２、０≦ｑ≦０．１の範囲内の値である。なお、リ
チウムの組成は充放電の状態によって異なり、ｍの値は完全放電状態における値を表して
いる。）
【００４５】
　ＬｉrＣｏ(1-s)Ｍ５sＯ(2-t)Ｆu　・・・（Ｅ）
（但し、式（Ｅ）中、Ｍ５は、ニッケル（Ｎｉ）、マンガン（Ｍｎ）、マグネシウム（Ｍ
ｇ）、アルミニウム（Ａｌ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（Ｔｉ）、バナジウム（Ｖ）、クロ
ム（Ｃｒ）、鉄（Ｆｅ）、銅（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、モリブデン（Ｍｏ）、スズ（Ｓｎ
）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）およびタングステン（Ｗ）からなる群
のうちの少なくとも１種を表す。ｒ、ｓ、ｔおよびｕは、０．８≦ｒ≦１．２、０≦ｓ＜
０．５、－０．１≦ｔ≦０．２、０≦ｕ≦０．１の範囲内の値である。なお、リチウムの
組成は充放電の状態によって異なり、ｒの値は完全放電状態における値を表している。）
【００４６】
　ＬｉvＭｎ2-wＭ６wＯxＦy　・・・（Ｆ）
（但し、式（Ｆ）中、Ｍ６は、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）、マグネシウム（Ｍ
ｇ）、アルミニウム（Ａｌ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（Ｔｉ）、バナジウム（Ｖ）、クロ
ム（Ｃｒ）、鉄（Ｆｅ）、銅（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、モリブデン（Ｍｏ）、スズ（Ｓｎ
）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）およびタングステン（Ｗ）からなる群
のうちの少なくとも１種を表す。ｖ、ｗ、ｘおよびｙは、０．９≦ｖ≦１．１、０≦ｗ≦
０．６、３．７≦ｘ≦４．１、０≦ｙ≦０．１の範囲内の値である。なお、リチウムの組
成は充放電の状態によって異なり、ｖの値は完全放電状態における値を表している。）
【００４７】
　ＬｉzＭ７ＰＯ4　・・・（Ｇ）
（但し、式（Ｇ）中、Ｍ７は、コバルト（Ｃｏ）、マンガン（Ｍｎ）、鉄（Ｆｅ）、ニッ
ケル（Ｎｉ）、マグネシウム（Ｍｇ）、アルミニウム（Ａｌ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（
Ｔｉ）、バナジウム（Ｖ）、ニオブ（Ｎｂ）、銅（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、モリブデン（
Ｍｏ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）、タングステン（Ｗ）およびジル
コニウム（Ｚｒ）からなる群のうちの少なくとも１種を表す。ｚは、０．９≦ｚ≦１．１
の範囲内の値である。なお、リチウムの組成は充放電の状態によって異なり、ｚの値は完
全放電状態における値を表している。）
【００４８】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な正極材料としては、これらの他にも、リチ
ウムを含まない金属硫化物または金属酸化物などの無機化合物を用いてもよい。例えば、
ＴｉＳ2、ＴｉＳ3、ＮｉＳ、ＭｏＳ3、ＦｅＳ2、ＭｎＯ2、ＭｏＯ3、Ｆｅ2Ｏ3、Ｆｅ3Ｏ4

、Ｖ2Ｏ5、Ｖ6Ｏ13、ＮｂＳｅ2などを用いてもよい。これらの正極材料を単独で用いても
よいし、２種以上を混合して用いてもよい。
【００４９】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な正極材料は、上記以外のものであってもよ
い。また、上記で例示した正極材料は、任意の組み合わせで２種以上混合されてもよい。
【００５０】
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　導電剤としては、例えば、カーボンブラックまたはグラファイトなどの炭素材料などが
挙げられる。結着剤としては、例えば、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）またはポリテ
トラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）などが挙げられる。
【００５１】
（負極）
　負極２２は、例えば、負極集電体２２Ａと、負極集電体２２Ａの両面に設けられた負極
活物質層２２Ｂとを備える。なお、図示はしないが、負極集電体２２Ａの片面のみに負極
活物質層２２Ｂを設けるようにしてもよい。負極リード１４Ｂは、負極集電体２２Ａに溶
接などにより取り付けられている。
【００５２】
　図４Ｂに示すように、負極集電体２２Ａは、負極活物質層形成部２２Ｍと負極集電体露
出部２２Ｎとを備える。負極活物質層形成部２２Ｍは、負極集電体２２Ａの主面に垂直な
方向から見ると、例えば矩形状を有している。負極活物質層形成部２２Ｍの両面または片
面には、負極活物質層２２Ｂが設けられる。負極集電体露出部２２Ｎは、負極活物質層形
成部２２Ｍの周縁に延設されて設けられる。正極２１と負極２２とセパレータ２３とが積
層された状態において、複数の負極集電体露出部２２Ｎ同士が接合され、この接合された
負極集電体露出部２２Ｎが負極リード１４Ｂに電気的に接続されている。負極集電体２２
Ａは、例えば、銅箔、ニッケル箔あるいはステンレス箔などの金属箔により構成されてい
る。
【００５３】
　負極活物質層２２Ｂは、負極活物質として、リチウムを吸蔵および放出することが可能
な負極材料のいずれか１種または２種以上を含み、必要に応じて結着剤を含んでいる。
【００５４】
　なお、この電池では、リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料の電気化学
当量が、正極２１の電気化学当量よりも大きくなっており、充電の途中において負極２２
にリチウム金属が析出しないようになっている。
【００５５】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、例えば、難黒鉛化性炭
素、易黒鉛化性炭素、黒鉛、熱分解炭素類、コークス類、ガラス状炭素類、有機高分子化
合物焼成体、炭素繊維あるいは活性炭などの炭素材料が挙げられる。黒鉛としては、球形
化処理などを施した天然黒鉛、略球状の人造黒鉛を用いることが好ましい。人造黒鉛とし
ては、メソカーボンマイクロビーズ（ＭＣＭＢ）を黒鉛化した人造黒鉛、またはコークス
原料を黒鉛化、粉砕した人造黒鉛が好ましい。コークス類には、ピッチコークス、ニード
ルコークスあるいは石油コークスなどがある。有機高分子化合物焼成体というのは、フェ
ノール樹脂やフラン樹脂などの高分子材料を適当な温度で焼成して炭素化したものをいい
、一部には難黒鉛化性炭素または易黒鉛化性炭素に分類されるものもある。また、高分子
材料としてはポリアセチレンあるいはポリピロールなどがある。これら炭素材料は、充放
電時に生じる結晶構造の変化が非常に少なく、高い充放電容量を得ることができると共に
、良好なサイクル特性を得ることができるので好ましい。特に黒鉛は、電気化学当量が大
きく、高いエネルギー密度を得ることができ好ましい。また、難黒鉛化性炭素は、優れた
特性が得られるので好ましい。更にまた、充放電電位が低いもの、具体的には充放電電位
がリチウム金属に近いものが、電池の高エネルギー密度化を容易に実現することができる
ので好ましい。
【００５６】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、リチウムを吸蔵および
放出することが可能であり、金属元素および半金属元素のうちの少なくとも１種を構成元
素として含む材料も挙げられる。ここでは、このような負極材料を含む負極２２を合金系
負極と称する。このような材料を用いれば、高いエネルギー密度を得ることができるから
である。特に、炭素材料と共に用いるようにすれば、高エネルギー密度を得ることができ
ると共に、優れたサイクル特性を得ることができるのでより好ましい。この負極材料は金
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属元素あるいは半金属元素の単体でも合金でも化合物でもよく、またこれらの１種または
２種以上の相を少なくとも一部に有するようなものでもよい。なお、本技術において、合
金には２種以上の金属元素からなるものに加えて、１種以上の金属元素と１種以上の半金
属元素とを含むものも含める。また、非金属元素を含んでいてもよい。その組織には固溶
体、共晶（共融混合物）、金属間化合物あるいはそれらのうちの２種以上が共存するもの
がある。
【００５７】
　この負極材料を構成する金属元素あるいは半金属元素としては、例えば、マグネシウム
（Ｍｇ）、ホウ素（Ｂ）、アルミニウム（Ａｌ）、ガリウム（Ｇａ）、インジウム（Ｉｎ
）、ケイ素（Ｓｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、スズ（Ｓｎ）、鉛（Ｐｂ）、ビスマス（Ｂ
ｉ）、カドミウム（Ｃｄ）、銀（Ａｇ）、亜鉛（Ｚｎ）、ハフニウム（Ｈｆ）、ジルコニ
ウム（Ｚｒ）、イットリウム（Ｙ）、パラジウム（Ｐｄ）あるいは白金（Ｐｔ）が挙げら
れる。これらは結晶質のものでもアモルファスのものでもよい。
【００５８】
　中でも、この負極材料としては、短周期型周期表における４Ｂ族の金属元素あるいは半
金属元素を構成元素として含むものが好ましく、特に好ましいのはケイ素（Ｓｉ）および
スズ（Ｓｎ）の少なくとも一方を構成元素として含むものである。ケイ素（Ｓｉ）および
スズ（Ｓｎ）は、リチウム（Ｌｉ）を吸蔵および放出する能力が大きく、高いエネルギー
密度を得ることができるからである。
【００５９】
　スズ（Ｓｎ）の合金としては、例えば、スズ（Ｓｎ）以外の第２の構成元素として、ケ
イ素（Ｓｉ）、ニッケル（Ｎｉ）、銅（Ｃｕ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、マンガ
ン（Ｍｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、インジウム（Ｉｎ）、銀（Ａｇ）、チタン（Ｔｉ）、ゲルマ
ニウム（Ｇｅ）、ビスマス（Ｂｉ）、アンチモン（Ｓｂ）、およびクロム（Ｃｒ）からな
る群のうちの少なくとも１種を含むものが挙げられる。ケイ素（Ｓｉ）の合金としては、
例えば、ケイ素（Ｓｉ）以外の第２の構成元素として、スズ（Ｓｎ）、ニッケル（Ｎｉ）
、銅（Ｃｕ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、マンガン（Ｍｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、イン
ジウム（Ｉｎ）、銀（Ａｇ）、チタン（Ｔｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、ビスマス（Ｂｉ
）、アンチモン（Ｓｂ）およびクロム（Ｃｒ）からなる群のうちの少なくとも１種を含む
ものが挙げられる。
【００６０】
　スズ（Ｓｎ）の化合物あるいはケイ素（Ｓｉ）の化合物としては、例えば、酸素（Ｏ）
あるいは炭素（Ｃ）を含むものが挙げられ、スズ（Ｓｎ）またはケイ素（Ｓｉ）に加えて
、上述した第２の構成元素を含んでいてもよい。
【００６１】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、更に、他の金属化合物
あるいは高分子材料が挙げられる。他の金属化合物としては、ＭｎＯ2、Ｖ2Ｏ5、Ｖ6Ｏ13

などの酸化物、ＮｉＳ、ＭｏＳなどの硫化物、あるいはＬｉＮ3などのリチウム窒化物が
挙げられ、高分子材料としてはポリアセチレン、ポリアニリンあるいはポリピロールなど
が挙げられる。
【００６２】
　結着剤としては、例えば、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）、スチレンブタジエンゴ
ム（ＳＢＲ）などが挙げられる。
【００６３】
（セパレータ）
　セパレータ２３は、正極２１と負極２２とを隔離し、両極の接触による電流の短絡を防
止しつつ、リチウムイオンを通過させるものである。セパレータ２３は、例えば、ポリテ
トラフルオロエチレン、ポリプロピレンあるいはポリエチレンなどよりなる合成樹脂製の
多孔質膜、またはセラミック製の多孔質膜により構成されており、これらの２種以上の多
孔質膜を積層した構造とされていてもよい。中でも、ポリオレフィン製の多孔質膜は短絡
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防止効果に優れ、かつシャットダウン効果による電池の安全性向上を図ることができるの
で好ましい。特にポリエチレンは、１００℃以上１６０℃以下の範囲内においてシャット
ダウン効果を得ることができ、かつ電気化学的安定性にも優れているので、セパレータ２
３を構成する材料として好ましい。また、ポリプロピレンも好ましく、他にも、化学的安
定性を備えた樹脂であればポリエチレンあるいはポリプロピレンと共重合させたり、また
はブレンド化することで用いることができる。電池素子１１が最表面にセパレータ２３を
有する場合には、セパレータ２３に潤滑剤１３が含まれていてもよい。
【００６４】
（電解質層）
　電解質層２４は、非水電解液と、この非水電解液を保持する保持体となる高分子化合物
とを含み、高分子化合物は非水電解液により膨潤されている。高分子化合物の含有比率は
適宜調整可能である。このような構成を有する電解質層２４としては、ゲル状の電解質層
が好ましい。高いイオン伝導率を得ることができると共に、電池の漏液を防止することが
できるからである。
【００６５】
　非水電解液は、例えば、溶媒と電解質塩とを含んでいる。溶媒としては、例えば、４－
フルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、炭酸ブチ
レン、炭酸ビニレン、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル、炭酸エチルメチル、γ－ブチロラク
トン、γ－バレロラクトン、１，２－ジメトキシエタン、テトラヒドロフラン、２－メチ
ルテトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラン、４－メチル－１，３－ジオキソラン、酢
酸メチル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、アセトニトリル、グルタロニトリ
ル、アジポニトリル、メトキシアセトニトリル、３－メトキシプロピロニトリル、Ｎ，Ｎ
－ジメチルフォルムアミド、Ｎ－メチルピロリジノン、Ｎ－メチルオキサゾリジノン、ニ
トロメタン、ニトロエタン、スルホラン、ジメチルスルフォキシド、リン酸トリメチル、
リン酸トリエチル、エチレンスルフィト、およびビストリフルオロメチルスルホニルイミ
ドトリメチルヘキシルアンモニウムなどの常温溶融塩が挙げられる。中でも、４－フルオ
ロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、炭酸ビニレン、
炭酸ジメチル、炭酸エチルメチルおよびエチレンスルフィトからなる群のうちの少なくと
も１種を混合して用いるようにすれば、優れた充放電容量特性および充放電サイクル特性
を得ることができるので好ましい。電解質層２４が、電池特性を向上するために、公知の
添加剤を含んでいてもよい。
【００６６】
　電解質塩は、１種または２種以上の材料を混合して含んでいてもよい。電解質塩として
は、例えば、六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）、ビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミドリチウム（Ｌｉ（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）２Ｎ）、過塩素酸リチウム（ＬｉＣｌＯ4

）、六フッ化ヒ酸リチウム（ＬｉＡｓＦ6）、四フッ化ホウ酸リチウム（ＬｉＢＦ4）、ト
リフルオロメタンスルホン酸リチウム（ＬｉＳＯ3ＣＦ3）、ビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミドリチウム（Ｌｉ（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ）、トリス（トリフルオロメタンス
ルホニル）メチルリチウム（ＬｉＣ（ＳＯ2ＣＦ3）3）、塩化リチウム（ＬｉＣｌ）およ
び臭化リチウム（ＬｉＢｒ）が挙げられる。
【００６７】
　高分子化合物としては、例えば、ポリアクリロニトリル、ポリフッ化ビニリデン、フッ
化ビニリデンとヘキサフルオロプロピレンとの共重合体、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリヘキサフルオロプロピレン、ポリエチレンオキサイド、ポリプロピレンオキサイド、
ポリフォスファゼン、ポリシロキサン、ポリ酢酸ビニル、ポリビニルアルコール、ポリメ
タクリル酸メチル、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、スチレン－ブタジエンゴム、ニ
トリル－ブタジエンゴム、ポリスチレンまたはポリカーボネートが挙げられる。特に電気
化学的な安定性の点からはポリアクリロニトリル、ポリフッ化ビニリデン、ポリヘキサフ
ルオロプロピレンあるいはポリエチレンオキサイドが好ましい。
【００６８】
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［１．２　電池の製造方法］
　次に、本技術の第１の実施形態に係る電池の製造方法の一例について説明する。
【００６９】
（正極の作製工程）
　正極２１を以下のようにして作製する。まず、例えば、正極活物質と、導電剤と、結着
剤とを混合して正極合剤を調製し、この正極合剤をＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ
）などの溶剤に分散させてペースト状の正極合剤スラリーを作製する。次に、この正極合
剤スラリーを帯状の正極集電体２１Ａに塗布し溶剤を乾燥させ、ロールプレス機などによ
り圧縮成型することにより正極活物質層２１Ｂを形成し、帯状の正極２１を作製する。次
に、正極２１に、溶媒と、電解質塩と、高分子化合物と、混合溶剤とを含む前駆溶液を塗
布し、混合溶剤を揮発させて電解質層２４を形成する。次に、この正極２１を電池素子１
１に応じた形状に裁断する。なお、正極２１を裁断後に電解質層２４を形成するようにし
てもよい。
【００７０】
（負極の作製工程）
　負極２２を以下のようにして作製する。まず、例えば、負極活物質と、結着剤とを混合
して負極合剤を調製し、この負極合剤をＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）またはメ
チルエチルケトン（ＭＥＫ）などの溶剤に分散させてペースト状の負極合剤スラリーを作
製する。次に、この負極合剤スラリーを帯状の負極集電体２２Ａに塗布し溶剤を乾燥させ
、ロールプレス機などにより圧縮成型することにより負極活物質層２２Ｂを形成し、帯状
の負極２２を作製する。次に、負極２２に、溶媒と、電解質塩と、高分子化合物と、混合
溶剤とを含む前駆溶液を塗布し、混合溶剤を揮発させて電解質層２４を形成する。次に、
この負極２２を電池素子１１に応じた形状に裁断する。なお、負極２２を裁断後に電解質
層２４を形成するようにしてもよい。
【００７１】
（電池素子の作製工程）
　電池素子１１を以下のようにして作製する。まず、ポリプロピレン製微多孔フィルムな
どを矩形状に切断し、セパレータ２３を作製する。次に、上述のようにして得られた複数
枚の正極２１、負極２２およびセパレータ２３を、例えば図３に示すように、セパレータ
２３、正極２１、セパレータ２３、負極２２、セパレータ２３、・・・、セパレータ２３
、負極２２、セパレータ、正極２１、セパレータ２３の順で積層して、扁平形状を有する
電池素子１１を作製する。次に、積層した複数の正極２１の正極集電体露出部２１Ｎ同士
を接合するとともに、この接合した正極集電体露出部２１Ｎに対して正極リード１４Ａを
電気的に接続する。また、積層した複数の負極２２の負極集電体露出部２２Ｎ同士を接合
するとともに、この接合した負極集電体露出部２２Ｎに対して負極リード１４Ｂを電気的
に接続する。接続の方法としては、例えば、超音波溶接、抵抗溶接、半田付けなどが挙げ
られるが、熱による接続部のダメージを考慮すると、超音波溶、抵抗溶接などの熱影響の
少ない方法を用いることが好ましい。
【００７２】
（潤滑剤の塗布工程）
　扁平状を有する電池素子１１の表面、および外装材１２の内側面の少なくとも一方に、
潤滑剤１３を塗布する。この際、潤滑剤１３を塗布する電池素子１１の表面としては、電
池素子１１の両主面が好ましい。電池素子１１の一主面または両主面にセパレータ２３が
最外層として露出している場合には、セパレータ２３に潤滑剤１３を含浸などにより含ま
せるようにしてもよい。ここで、塗布には、滴下や印刷なども概念的に含まれるものとす
る。
【００７３】
（電池素子の封止工程）
　次に、外装材１２の収容部１６に電池素子１１を収容した後、外装材１２を中央から折
り返して、外装材１２の間に電池素子１１を挟み込みつつ、外装材１２を重ね合わせる。
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その際、正極リード１４Ａおよび負極リード１４Ｂと外装材１２との間には密着フィルム
１５Ａ、１５Ｂを挿入する。次に、電池素子１１の周囲のうちトップ側およびサイド側に
て、重ね合わせた外装材１２の熱融着樹脂層同士を熱融着により貼り合わせる。これによ
り、電池素子１１が外装材１２により封止され、電池１０が得られる。次に、必要に応じ
て、この電池１０が収容される電子機器の形状に応じて、電池１０を円弧状などに変形さ
せるようにしてもよい。
【００７４】
［１．３　効果］
　第１の実施形態に係る電池１０では、電池素子１１と外装材１２の間に潤滑剤１３が存
在しているので、電池素子１１と外装材１２との間が滑りやすくなる。これにより、電池
１０の全体を折り曲げなどにより変形しやすくなり、柔軟性に優れた電池１０を実現でき
る。したがって、繰り返し屈曲などしても正極２１および負極２２にクラックが生じにく
く、電池特性の低下を抑制することができる。具体的には、繰り返し屈曲などしても充放
電特性、負荷特性、サイクル特性、およびインピーダンス特性などの低下を抑制すること
ができる。また、屈曲により折れた正極集電体２１Ａまたは負極集電体２２Ａが電池素子
１１内で隣接する正極２１または負極２２に刺さり、ショートなどが発生することを抑制
することもできる。すなわち、安全性を向上することができる。
【００７５】
　一般的に高容量の電池では電極の積層数または巻回数を増加させているため、電池が硬
く、大きな荷重をかけて電池を無理やり曲げると、電極にクラックが入り、電池特性が低
下する虞がある。これに対して、第１の実施形態に係る電池１０では、電極の積層数また
は巻回数を増加させて高容量化した場合であっても、電池素子１１と外装材１２の間に潤
滑剤１３を設けているので、電池１０の柔軟性が向上し、電池特性の低下が抑制される。
したがって、フレキシブルデバイスに搭載可能な高容量の電池１０を提供できる。
【００７６】
　一般的な電池では、電池素子の最表面がセパレータであると、セパレータと外装材とが
接触する構成となるため、セパレータと外装材との間の摩擦力の増加が特に大きくなる。
したがって、このような構成の電池では、電池の折り曲げが特に困難である。これに対し
て、第１の実施形態では、電池素子１１の最表面にセパレータ２３を有する構成である場
合、セパレータ２３と外装材１２の間に潤滑剤１３を設けることで、セパレータ２３と外
装材１２の間の摩擦力を低減できる。したがって、電池１０の折り曲げなどが容易となる
。なお、電池１０がこのような構成を有する場合、セパレータ２３に液体状などの潤滑剤
１３を含ませておくようにしてもよい。
【００７７】
［１．４　変形例］
　第１の実施形態では、１つの外装材により電池素子を封止する構成を例として説明した
が、外装材の構成はこれに限定されるものではない。例えば、２つの矩形状の外装材の間
に電池素子を挟み込みつつ、辺部同士を重ね合わせて、熱融着などにより電池素子の周囲
を封止するようにしてもよい。
【００７８】
　上述の実施形態では、電池素子がスタック電極構造を有する構成を例として説明したが
、電池素子の構成はこれに限定されるものではない。例えば、巻回電極構造を有する電池
素子、または正極および負極を折り畳んだ電極構造を有する電池素子などに対しても本技
術は適用可能である。
【００７９】
　第１の実施形態では、正極リードおよび負極リードが、外装材の同一の辺から同一方向
に導出されている構成を例として説明したが、正極リードおよび負極リードの構成はこれ
に限定されるものではない。例えば、正極リードおよび負極リードが、外装材の異なる辺
から異なる方向に導出されていてもよい。
【００８０】
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　第１の実施形態では、リチウムイオン電池に対して本技術を適用した例を示したが、本
技術はこの種の電池に限定されるものではなく、電池素子を柔軟性を有する外装材により
外装する構成を有する電池であれば、本技術を適用可能である。また、本技術は、二次電
池に限定されるものではなく、一次電池に適用することも可能である。
【００８１】
＜２　第２の実施形態＞
［２．１　ウェアラブル端末の構成］
　図５に示すように、本技術の第２の実施形態に係るウェアラブル端末３０は、変形が可
能なフレキシブルな腕時計型端末であり、その内部に電池１０を有している。
【００８２】
　図６に示すように、本技術の第２の実施形態に係るウェアラブル端末３０は、電子機器
本体の電子回路３１と、電池パック３２とを備える。電池パック３２は、電子回路３１に
対して電気的に接続されている。ウェアラブル端末３０は、例えば、ユーザにより電池パ
ック３２を着脱自在な構成を有している。なお、ウェアラブル端末３０の構成はこれに限
定されるものではなく、ユーザにより電池パック３２をウェアラブル端末３０から取り外
しできないように、電池パック３２がウェアラブル端末３０内に内蔵されている構成を有
していてもよい。
【００８３】
　電池パック３２の充電時には、電池パック３２の正極端子３４Ａ、負極端子３４Ｂがそ
れぞれ、充電器（図示せず）の正極端子、負極端子に接続される。一方、電池パック３２
の放電時（ウェアラブル端末３０の使用時）には、電池パック３２の正極端子３４Ａ、負
極端子３４Ｂがそれぞれ、電子回路３１の正極端子、負極端子に接続される。
【００８４】
（電子回路）
　電子回路３１は、例えば、ＣＰＵ、周辺ロジック部、インターフェース部および記憶部
などを備え、ウェアラブル端末３０の全体を制御する。
【００８５】
（電池パック）
　電池パック３２は、電池１０と、充放電回路３３とを備える。電池１０としては、上述
の第１の実施形態およびその変形例のいずれかの電池１０を用いることができる。
【００８６】
　充電時には、充放電回路３３は、電池１０に対する充電を制御する。一方、放電時（す
なわちウェアラブル端末３０の使用時）には、充放電回路３３は、ウェアラブル端末３０
に対する放電を制御する。
【００８７】
［２．２　効果］
　第２の実施形態に係るウェアラブル端末３０は、第１の実施形態またはその変形例に係
る電池１０を備えているので、ウェアラブル端末３０の変形が容易である。また、ウェア
ラブル端末３０を繰り返し装着後における電池特性の低下を抑制できる。
【００８８】
［２．３　変形例］
　第２の実施形態において、一つの電池１０に代えて、組電池を用いるようにしてもよい
。組電池は、複数の電池を並列および直列の少なくとも一方で電気的に接続して構成され
ている。複数の電池は、例えばｎ並列ｍ直列（ｎ、ｍは正の整数）に接続される。
【実施例】
【００８９】
　以下、実施例により本技術を具体的に説明するが、本技術はこれらの実施例のみに限定
されるものではない。
【００９０】
（実施例１）
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　まず、６枚の正極と、６枚の負極と、１３枚のセパレータとを、セパレータ、正極、セ
パレータ、負極、セパレータ、・・・の順序で積層することにより、扁平形状を有する電
池素子を得た。次に、電池素子の両主面にそれぞれ、潤滑剤としてジメチルシリコーンオ
イル（信越化学工業株式会社製、信越シリコーン（登録商標）：ＫＦ－９６５）を塗布し
た。
【００９１】
　次に、ナイロンフィルム、アルミニウム箔およびポリエチレンフィルムをこの順に貼り
合わせた矩形状のアルミラミネートフィルムを準備し、このラミネートフィルムを中央か
ら折り返して、ラミネートフィルムの間に電池素子を挟み込みつつ、ラミネートフィルム
を重ね合わせた。その際、正極リードおよび負極リードとラミネートフィルムとの間には
密着フィルムを挿入した。次に、電池素子の周囲のうちトップ側およびサイド側にて、重
ね合わせたラミネートフィルムのポリエチレンフィルム同士を熱融着により貼り合わせ、
電池素子をラミネートフィルムにより封止した。これにより、電池が得られた。
【００９２】
（実施例２）
　有機溶媒として炭酸エチレン（ＥＣ）と炭酸プロピレン（ＰＣ）と炭酸ジメチル（ＤＭ
Ｃ）との混合溶媒を準備した。この有機溶媒を潤滑剤として用いる以外のことは実施例１
と同様にして電池を得た。
【００９３】
（実施例３）
　イオン液体として環状四級アンモニウムカチオンとイミドアニオンからなるN-methyl-N
-propylpiperidinium bis (trifluoromethanesulfonyl)imide（ＰＰ１３－ＴＦＳＩ）（
関東化学株式会社製）を準備した。このイオン液体を潤滑剤として用いる以外のことは実
施例１と同様にして電池を得た。
【００９４】
（実施例４）
　まず、炭酸エチレン（ＥＣ）と炭酸プロピレン（ＰＣ）と炭酸ジメチル（ＤＭＣ）と炭
酸ビニレン（ＶＣ）との混合溶媒に対して、六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）を添
加して電解液を調製した。次に、この電解液にアルミナ（Ａｌ2Ｏ3）粒子の粉末を分散さ
せることにより、ゲルを得た。このゲルを潤滑剤として用いる以外のことは実施例１と同
様にして電池を得た。
【００９５】
（実施例５）
　シリコーンオイルにシリカ（ＳｉＯ2）粒子の粉末を分散させた高真空グリースを準備
した。この高真空グリースを潤滑剤として用いる以外のことは実施例１と同様にして電池
を得た。
【００９６】
（比較例１）
　電池素子の両主面に潤滑剤を塗布せずに、電池素子をラミネートフィルムにより封止す
る以外のことは実施例１と同様にして電池を得た。
【００９７】
　上述のようにして得られた実施例１～５、比較例１の電池に対して、以下の評価を行っ
た。
【００９８】
（折り曲げ荷重）
　Ｕ字型の試料台に橋かけするように電池を設置し、圧縮試験機（インストロン社製）に
設置した試料棒（φ２０ｍｍ）を電池の上部から押し込み、曲げ荷重に対する曲げ歪みを
測定した。その結果を表１に示す。
【００９９】
（放電容量維持率）
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　電池を１Ｃで４．２Ｖを上限として充電した後、１Ｃで２．５Ｖまで放電して、折り曲
げ試験前の放電容量を求めた。次に、電池を１００回折り曲げる折り曲げ試験を実施した
後、上記と同様の充放電条件にて、折り曲げ試験後の放電容量を求めた。なお、「１Ｃ」
とは、電池の定格容量を１時間で定電流放電させる電流値のことである。次に、以下の式
から、折り曲げ試験後の放電容量維持率を求めた。その結果を表１に示す。
　（折り曲げ試験後の放電容量維持率）［％］＝（折り曲げ試験後の放電容量／折り曲げ
試験前の放電容量）×１００
【０１００】
　表１は、実施例１～５、比較例１の電池の評価結果を示す。
【表１】

【０１０１】
　表１から以下のことがわかる。
　電池素子とラミネートフィルムとの間に、潤滑剤としてシリコーンオイル、有機溶媒、
イオン液体、ゲルまたは高真空グリースを設けることで、折り曲げ加重を低減し、かつ、
折り曲げ試験後の放電容量維持率の低下を抑制することができる。特に、潤滑剤として、
シリコーンオイル、有機溶媒、イオン液体またはゲルを用いた場合に、折り曲げ加重を低
減し、かつ、折り曲げ試験後の放電容量維持率の低下を抑制する効果の発現が顕著である
。
【０１０２】
　以上、本技術の実施形態およびその変形例、ならびに実施例について具体的に説明した
が、本技術は、上述の実施形態およびその変形例、ならびに実施例に限定されるものでは
なく、本技術の技術的思想に基づく各種の変形が可能である。
【０１０３】
　例えば、上述の実施形態およびその変形例、ならびに実施例において挙げた構成、方法
、工程、形状、材料および数値などはあくまでも例に過ぎず、必要に応じてこれと異なる
構成、方法、工程、形状、材料および数値などを用いてもよい。
【０１０４】
　また、上述の実施形態およびその変形例、ならびに実施例の構成、方法、工程、形状、
材料および数値などは、本技術の主旨を逸脱しない限り、互いに組み合わせることが可能
である。
【０１０５】
　また、本技術は以下の構成を採用することもできる。
（１）
　電池素子と、
　柔軟性を有する外装材と、
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　を備える電池。
（２）
　上記潤滑剤は、有機溶媒、電解液、イオン液体およびシリコーンオイルからなる群より
選ばれる１種以上を含んでいる（１）に記載の電池。
（３）
　上記潤滑剤は、ゲルである（１）に記載の電池。
（４）
　上記潤滑剤は、有機溶媒、電解液、イオン液体およびシリコーンオイルからなる群より
選ばれる１種以上の液体と該液体に分散された微粒子とを含むもの、または有機溶媒、電
解液、イオン液体およびシリコーンオイルからなる群より選ばれる１種以上の液体と該液
体を保持する化合物とを含むものを含んでいる（１）または（３）に記載の電池。
（５）
　上記潤滑剤は、微粒子である（１）に記載の電池。
（６）
　上記潤滑剤は、グリースである（１）に記載の電池。
（７）
　上記電池素子は、電解液と、該電解液を保持する化合物とを含む電解質層を備える（１
）から（６）のいずれかに記載の電池。
（８）
　上記外装材は、ラミネートフィルムである（１）から（７）のいずれかに記載の電池。
（９）
　上記電池素子は、上記潤滑剤を含んでいるセパレータを表面に有する（１）から（８）
のいずれかに記載の電池。
（１０）
　（１）から（９）のいずれかに記載の電池を備え、
　上記電池から電力の供給を受ける電子機器。
【符号の説明】
【０１０６】
　１０　　電池
　１１　　電池素子
　１２　　外装材
　１３　　潤滑剤
　１４Ａ　　正極リード
　１４Ｂ　　負極リード
　１５Ａ、１５Ｂ　　密着フィルム
　２１　　正極
　２１Ａ　　正極集電体
　２１Ｂ　　正極活物質層
　２２　　負極
　２２Ａ　　負極集電体
　２２Ｂ　　負極活物質層
　３０　　ウェアラブル端末
　３１　　ウェアラブル端末本体の電子回路
　３２　　電池パック
　３３　　充放電回路
　３４Ａ　　正極端子
　３４Ｂ　　負極端子
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